
インフルエンザワクチンについて 
 
 
昨シーズンより本邦でも経鼻インフルエンザワクチンの接種が始まりました。従来の注射
ワクチンとどちらを選択すべきか、悩まれる方も多いかと思います。そこで、現在分かって
いるインフルエンザワクチンに関する情報をまとめましたのでお知らせ致します。記載しま
した内容は以下の表にまとめましたので、ご参照下さい。 
  

注射ワクチン 経鼻ワクチン 
ワクチンの種類 不活化型ワクチン 生ワクチン 

製造 日本 海外 
含有株 A 型 2 種類 B 型 2 種類 A 型 2 種類 B 型 2 種類 

本邦勧奨接種開始年 1962 年 2024 年 
接種対象年齢 生後 6 か⽉〜 2 歳以上 19 歳未満 

接種回数 
6 か⽉以上 13 歳未満：2 回 

13 歳以上：1 回（2 回） 
1 回（一部の 9 歳未満は 2 回） 

妊婦・免疫不全者 ○ × 
接種方法 皮下注射 鼻腔噴霧 

発症予防効果（海外） 約 40〜60％ 
約 40〜60％ 

こどもの方が有効 
発症予防効果（日本） 約 20〜60％ データほぼなし 

有効期間 接種後２週間〜半年程度 接種後２週間〜半年以上 

卵アレルギーへの接種 
○ 

（アナフィラキシー既往あり△） 
○ 

（アナフィラキシー既往あり△） 

主な副反応 

局所反応（疼痛、発赤、腫脹） 
倦怠感 
頭痛 
発熱 

鼻炎症状（鼻汁、鼻閉） 
風邪症状（咽頭痛、咳） 

発熱 
頭痛 
喘鳴 

接種費用（当院） 
1 回接種 3800 円 
2 回接種 6500 円 

8000 円 

 
 
インフルエンザワクチンは 1962 年、勧奨接種として開始され､ 1976 年から臨時接種とし



て小中学生に対して接種されるようになりました。1987 年からは希望者に接種する方式に
変更となり､ 1994 年の予防接種法改正を経て、小児においては任意接種のワクチンとなっ
ています。 
現在、日本で広く一般的使われているワクチンは、注射型の不活化ワクチンです。不活化ワ
クチンとは、鶏卵内で増殖させたウイルスをエーテルやホルマリンなどで処理し、感染力を
とったウイルスの一部を利用して作られるワクチンのことです。不活化インフルエンザワク
チンには A 型 2 種類、B 型 2 種類の計 4 種類の株が含まれています。この株は、WHO の
推奨株をもとに、その年日本で流行しそうな株の予測とワクチンの生産性を考慮して選定
されています。季節性インフルエンザは、主に冬に流行る感染症ですので、毎年 4 ⽉頃にそ
の年のワクチン株が決定されます。そして流通が始まる 9 ⽉の中旬までに、主に日本の製薬
会社（7 社）が製造、規格試験、製剤化を行っています。 
 
一方、経鼻インフルエンザワクチンは生ワクチンです。生ワクチンとは、毒性を弱めたウイ
ルスそのものを利用して作られるワクチンのことです。ウイルスそのものを利用しているの
で、極稀にワクチン株による感染を起こすことがありますが、症状は軽微であることが多く、
他人にうつしてしまうこともありません。自然感染に近い形で免疫をつけるため、不活化ワ
クチンに比べ、効果の持続期間が⻑いといった特徴もあります。含まれている株は、不活化
ワクチンと同様 A 型 2 種類、B 型 2 種類の計 4 種類の株が入っています。海外製品（製造:
米国 MedImmune 社、販売:英国アストラゼネカ社）のため、日本で流行しそうな株の予測
は反映されていませんが、生ワクチンは細胞性免疫を誘導するため、流行株とワクチン株に
違いがあっても一定の効果が期待されます。 
このワクチンは、2003 年にアメリカで認可され、2011 年にヨーロッパでも認可されました。
2014 年にワクチンの有効性が疑問視され（H1N1pdm09-like への効果減弱）、推奨リストか
ら外された経緯がありますが 1）、2018 年、改良ワクチンの有効性が確認され、現在は欧米
を中心に 30 カ国以上で使用されています。2023 年 3 ⽉、日本でも製造販売が承認され、
2024 年秋から使用可能となっています。それまでも認可外接種を行っていた医療機関があ
り、費用は概ね 9000 円程度のようでしたが、昨年の接種費用は概ね 8000〜9000 円程度の
医療機関が多かったようです。 
 
接種対象者と接種回数 
注射ワクチンに関して 
65 歳以上の方と 60〜65 歳未満の一定の基礎疾患のある方は定期接種、それ以外の方は任
意接種となっており、生後 6 か⽉から接種可能です。不活化ワクチンのため、妊婦や免疫不
全者、ステロイドや免疫抑制剤を内服している方でも接種できます。定期接種では、0.5ml
を 1 回接種します。任意接種では、6 か⽉以上 3 歳未満は 0.25ml を 2 回接種、3 歳以上 13
歳未満は 0.5ml を 2 回接種、13 歳以上は 0.5ml を 1 回接種（もしくは 2 回接種）します。



2 回接種する場合は、13 歳未満は 2〜4 週間（できれば 4 週間）、13 歳以上は 1〜4 週間（で
きれば 4 週間）あけて接種します。 
ちなみに世界保健機関 （WHO）や米国予防接種諮問委員会（ACIP）は、生後 6 か⽉〜9 歳
未満の子が初めて接種を受ける場合は 2 回接種、翌年からは毎年 1 回接種。9 歳以上は初年
度から毎年 1 回の接種を勧めており、日本よりも接種頻度が少なくなっています。しかしな
がら、日本とは異なるワクチンを使用しており、また接種方法も筋肉注射と異なるため、必
ずしも海外方式のほうがよいとは限りません。 
 
経鼻ワクチンに関して 
経鼻ワクチンは、任意接種となります。生ワクチンのため、妊婦や免疫不全者、ステロイド
や免疫抑制剤を内服している方には使用できません。本邦における接種対象年齢は 2 歳以
上 19 歳未満（米国 49 歳まで EU17 歳まで）となっています。米国では 49 歳まで接種可
となっていますが、有効性の点で CDC は生後 6 か⽉以上 19 歳未満を推奨しており、日本
もそれに準拠した対象年齢となっています。接種回数は 1 回ですが、9 歳未満で、インフル
エンザワクチンを接種したことのない、かつ一度もインフルエンザにかかったことのない
子は 1 か⽉間隔で 2 回接種することが勧められています。 
 
接種方法 
注射ワクチンは、上腕外側部の皮下に接種します。一方で、米国予防接種諮問委員会 ACIP
は筋肉注射を推奨しており、海外では筋肉注射が一般的となっています。筋肉注射は疼痛、
発赤、腫脹といった局所の副反応が皮下注射に比べて少なく、また抗体価も上昇しやすいと
いう報告があります。しかしながら、日本のインフルエンザワクチンの使用に筋肉注射は認
められておらず、適応外使用を行った場合、重度な副反応が起きた際の救済制度（定期接種
であれば予防接種健康被害救済制度、任意接種であれば医薬品副作用被害救済制度 ・生物由
来製品感染等被害救済制度）を受けられなくなる可能性があります。 
 
経鼻ワクチンは、薬液の入ったシリンジを用い、両鼻に 0.1ml ずつ計 0.2ml 噴霧します。鼻
腔内に薬液を投与するため、注射に比べ痛みが少ないといったメリットがあります。しかし、
鼻汁、鼻閉があると薬液が十分に届かず、十分な効果が得られません。また鼻への処置を嫌
がり、噴霧後すぐに「フンッ」と鼻息で出してしまうとやはり効果が不十分になる可能性が
あります。新型コロナ感染症流行の際、多くの児が鼻咽頭からの検体採取を受けており、鼻
腔への処置を嫌がる子が多いと予想されますので、年少児への経鼻ワクチンの選択には、一
定の考慮が必要と思われます。具体的な接種方法に関しましては、CDC が動画を公開して
いますのでご確認下さい。（https://www.youtube.com/watch?v=FUaptzVvRmU） 
 
 



有効性 
インフルエンザワクチンが開発されて以降、海外も含めその有効性を検討した研究は数多
くあります。有効性には、発症予防効果、重症化予防効果、後遺症抑制効果、死亡率抑制効
果などがあり、多くの研究でワクチンによる一定の有効性が認められています。海外と日本
では使用するワクチンや接種方法が異なるため、有効性を同様に比較することは出来ませ
んが、米国 CDC は、生後 6 か⽉以上経ったすべての方への接種を推奨しており、特に基礎
疾患を持つ方、高齢者、乳幼児、妊婦、重度肥満症の方、施設入居者等へはより接種するこ
とを勧めています。日本感染症学会や、日本ワクチン学会も同様に接種を強く勧めており、
厚生労働省も定期接種対象者等重症化リスクの高い方への優先接種のアナウンスや任意接
種希望者が接種できないことがないよう、毎年十分なワクチン量が流通するよう供給の確
保もしています。厚生労働省は、特に重症化予防効果を重視しており「インフルエンザワク
チンの最も大きな効果は『重症化』を予防すること」と記載しています。既報には有効性に
乏しいとする報告もあるようですが、背景には検討時の流行状況、流行株とワクチン株の相
違があります。これは、有効であると示した報告の有効率のばらつきにもつながっています。
以下に有効率を示した代表的な報告をまとめます。 
 
 
（海外） 
米国 CDC は、国内のインフルエンザワクチンの有効率を毎年報告しており（Interim 
Estimates of 2023‒24 Seasonal Influenza Vaccine Effectiveness ̶  United States）、2023-2024
年シーズンの有効率（以下 VE）は、以下の通りです 1）。 
生後 6 か⽉〜17 歳 

インフルエンザに関連した外来診療における VE は 59〜67% 
インフルエンザに関連した入院に対する VE は 52〜61% 

18 歳以上 
インフルエンザに関連した外来診療における VE は 33%〜49% 
インフルエンザに関連した入院に対する VE は 41%〜44%  

18 歳〜64 歳 
   インフルエンザに関連した外来診療における VE は 25%〜52% 
   インフルエンザに関連した入院に対する VE は 40〜49% 
65 歳以上 
   インフルエンザに関連した外来診療における VE は 41%〜51% 
   インフルエンザに関連した入院に対する VE は 42% 
2022-2023 年シーズンのインフルエンザ A に対する VE は、65 歳未満で 54％、18 歳未満
で 70％でした。2021-2022 年シーズンの VE は全体で 16％と十分な有効性は確認されませ
んでした。同シーズンは、インフルエンザ A（H3N2）が流行の中心でしたが、コロナ渦、



例年に比し極端に患者数が少なく、ワクチンの効果がないと決定づけられるものではない
と考察されており、他のインフルエンザの予防を目的に例年通りの接種が推奨されました。
2019-2020 年シーズンの VE は全体で 45％、2018-2019 年シーズンは 47％でした。年によ
って若干のばらつきがありますが、概ね 40〜60％程度の有効率が確認されています。また、
既報では、ワクチン株と流行株が一致している場合、65 歳以下の健常成人で 70~90%、施
設内で生活している高齢者で 30~40％、入院や肺炎を防止する効果は 50~60%、死亡を防
止する効果は 80％と報告しています。 
 
注射ワクチン（不活化ワクチン）の有効性に関しては、過去 10 年間の報告をまとめた研究
によると、有効率はインフルエンザ A（H3N2）で 33%、B 型で 54%、A（H1N1pdm09）
で 61% 、A （H1N1）で 67%と報告されており、A （H3N2）に対する有効性の低さが指摘
されています 2）。 
 
重症化予防に着目すると、ワクチンにより入院日数は変わらないものの、ICU 入室率が 59％
減少し、ICU 在室日数も短縮させるという報告があります 3）。また、ワクチン接種により、
成人における ICU 入室リスクを 26％減少させ、死亡リスクを 31％減少させるという報告
もあります 4）。小児においては、2010 年から 2012 年の 3 年間における検討で、ワクチン接
種によりインフルエンザ関連の小児集中治療室（PICU）入室リスクが 74％減少したと報告
されています 5）。また、2010〜2014 年にかけての 4 シーズンにおける検討では、ワクチン
接種により、基礎疾患のある高リスク児のインフルエンザ関連死亡リスクを半減（51％）さ
せ、健康児では約 3 分の 2 （65％）減少させたと報告されており、死亡率を大きく減らすこ
とが初めて確認されました 6）。2020 年の研究では、2018/19 シーズンにおいて、ワクチン
接種により生後 6 か⽉〜17 歳の小児におけるインフルエンザ関連入院が 41％減少し、イン
フルエンザ関連の救急外来受診も半減したと報告されています 7）。2022 年の研究では、ワ
クチン接種は、命にかかわる重度のインフルエンザのリスクを 75％減少させると報告され
ています 8）。 
 
経鼻ワクチンと注射ワクチンとの比較について 
50 歳以上の成人に対する経鼻ワクチンの有効性は示されておりません。50 歳未満の成人に
おいては、米国軍人を対象にした検討にて、ワクチン接種歴のある集団においては注射ワク
チン（3 価不活化ワクチン）の方が経鼻ワクチンに比べて有効性が高いと報告されています
9）。よって、成人における経鼻ワクチンは推奨されていません。 
小児においては、2015 年からの 3 シーズンにかけて２歳児を対象に有効性を比較した研究
があります。フィンランドで行われたこの研究では、あらゆるウイルス型のインフルエンザ
に対する経鼻ワクチンの有効性は、各シーズンで 54.2％、20.3％、30.5％と報告されていま
す（A 型に対する有効性は 45.8％、21.1％、-21.8％、B 型に対する有効性は 83.4％、31.1％、



75.4％）。注射ワクチン（３価）の各シーズンの有効性は、77.2%、24.5%、-20.1% （A 型に
対する有効性は 90.3％、23.1％、-42.0％、B 型に対する有効性は 34.6％、NA、-0.2％）で、
両ワクチンの有効性の差は確認されませんでしたが、経鼻ワクチンはインフルエンザ A よ
りも B に有効であったとしています 10)。ドイツで行われた研究では年齢別に調査されてお
り、２〜6 歳の注射ワクチンと経鼻ワクチンの有効率はそれぞれ 52％、68％、７〜17 歳の
有効率は 57％、41％、すべての年齢を合わせた 2〜17 歳でどちらも 56％と報告しています
11)。６歳未満の経鼻ワクチンの有効率が高くなっていますが、幼児においては、経鼻ワクチ
ンの方が有効であったとする報告があります。2007 年に報告された研究では、生後 6〜59
か⽉児において、経鼻ワクチン（3 価）をうけた児の発病率は 3.9％、注射ワクチン（3 価）
をうけた児の発病率は8.6％であり、経鼻ワクチンの有効性の方が高かったとしています 12)。 
 
 
（日本） 
厚生労働省は、インフルエンザワクチンの発症予防効果について麻疹ワクチンほどの高い
効果はないが、一定程度有効であるとし、特に「重症化予防」について高い効果があると指
摘しています （高齢者（福祉施設入所者 65 歳以上）の発症予防効果は、34％〜55％。死亡
を阻止する効果は 82％ 平成 11 年度 厚生労働科学研究費補助金 新興・再興感染症研究
事業「インフルエンザワクチンの効果に関する研究」）。 
 
小児においては、平成 12〜14 年度にかけて 3 年間にわたり 6 歳未満を対象に調査した研究
によると、発熱を指標とした発症予防の有効率は 20〜30％と報告されています（平成 14 年
度 厚生労働科学研究費補助金 新興・再興感染症研究事業「乳幼児に対するインフルエンザ
ワクチンの効果に関する研究」）。また、平成 26 年〜28 年にかけてのモニタリングにおいて
は、6 歳未満の小児における、迅速診断陽性例の有効率は 28％と報告されています（ワク
チンの有効性・安全性評価と VPD （vaccine preventable diseases）対策への適用に関する分
析疫学研究）。同期間を含む平成 25 年から 5 年間にわたる 6 歳未満を対象に調査した研究
によると、2 回接種の有効率は、41〜63％と報告されています （ワクチンの有効性・安全性
の臨床評価と VPD の疾病負荷に関する疫学研究）。 
3 歳未満に対する有効性において、厚生労働省研究班で行われている調査によると、2013/14
シーズンから 2019/20 シーズンまでの 8 シーズンにおけるワクチン有効率は、１回接種で
33％〜83％（2018/19 シーズン 83％、2019/20 シーズン 73％）、２回接種で 42％〜80%
（2018/19 シーズン 42％、2019/20 シーズン 62％）であり、3 歳未満の児においても、2 回
接種によりインフルエンザの発病リスクを約 1/2 程度に低下させると報告しています（ワ
クチンの有効性・安全性と効果的適用に関する疫学研究）。以上のことより、厚生労働省は、
乳幼児における発症阻止効果を概ね 20〜60％と公表しています。 
また 10 万人のこどもを対象にしたエコチル調査の結果では、1 歳 6 か⽉〜3 歳児の発症予



防効果は 21〜31％、既にインフルエンザを発症した経験のある 3 歳児においても、21％の
発症予防効果があると報告されています 13）。 
学童においては、2006 年から継続的に行われている小学生を対象にした調査によると、イ
ンフルエンザ A 型に対するワクチンの有効性が確認されたシーズンは 10 シーズンあり、有
効率は 33％〜68％と報告されています。直近 2022/23 シーズンの有効率は 41％でした （新
興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業 土浦市 4 小学校におけるインフルエンザ流
行状況の調査並びにワクチン有効率の検討）。 
 
1 歳未満の乳児に対するワクチンの有効性は、免疫システムの未熟性により他の年齢の子に
比較すると低くなると言われています。平成 14 年の厚生労働省研究班報告によると、「1 歳
未満児については対象数が少なく、有効性を示す確証は認められなかった」とされています。
最近の研究では、2013 年から 7 シーズンにわたり年齢別の有効性を調査した研究がありま
す。この研究によると生後 6〜11 か⽉のインフルエンザ A に対する有効率は 36％、B 型に
対する有効性は確認されませんでした。有効率は 1 歳〜6 歳の児に比べ低い傾向にありまし
たが、確かな有効性から乳児の接種も推奨されると考察されています 14）。 
 
小児の重症化予防について 
インフルエンザによる小児の重症化率については、匿名医療保険等関連情報データベース
（NDB）によると、10 歳未満の小児では、入院の割合が１％超、重症や死亡の割合は 0.1%
未満とされています。発症予防効果を検討する場合と比較し、症例数が著しく少なくなるた
め、国内において、小児の重症化予防について報告された研究は多くありません。上述の研
究によると、インフルエンザ A による入院に対する有効率は 55％、インフルエンザ B に対
する有効率は 33％であり、1 歳〜12 歳の A 型のみ有意であったと報告されています 14）。 
 
経鼻ワクチンと注射ワクチンとの比較について 
日本では経鼻ワクチンが承認されていなかったため、国内でその有効性や注射ワクチンと
の比較をした研究はありません。今回使用可能となる経鼻弱毒生ワクチン（フルミストⓇ）
の国内第Ⅲ相試験によると、ワクチンのインフルエンザ A 型（H3N2）に対する有効率は
28.0％でした。 
 
 
卵アレルギーについて 
注射ワクチン、経鼻ワクチンともにその製造過程に鶏卵が用いられています。近年は高度に
製剤化されており、鶏卵由来成分の残存は極めて微量であるとされていますが、ごくまれに
アレルギー症状を起こしてしまう可能性が指摘されています。そのため、日本では鶏卵アレ
ルギーのある方は接種要注意者としています。また鶏卵、鶏肉、その他鶏由来のものでアナ



フィラキシーを呈したことのある方は接種不適当者とされています。しかしながら、接種後、
鶏卵アレルギーによる重篤な副反応がおきたという報告はなく、米国予防接種諮問委員会
ACIP は、卵アレルギーを持つ生後 6 か⽉以上の人すべてにワクチン接種を推奨しています。
また、以前は卵アレルギーで蕁麻疹以外の症状がでた方への接種は、重篤なアレルギー反応
を管理できる医療提供者の監督下で行うことを推奨していましたが、現在は、卵アレルギー
の重症度に関係なく、通常行われている安全対策のもと接種してよいとしています 1）。よっ
て、卵アレルギーのある方も、インフルエンザワクチンを接種することは基本的に可能です。
アナフィラキシーを起こした既往のある方においても、現在の卵の摂取状況によっては可能
であることも多いので、かかりつけ医に相談のうえ接種をご検討下さい。 
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